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新原経営顧問公司

研修室完成記念　特別講演会(第１５回)
Ⅰ，台湾を取り巻く周辺国の政治経済情勢

1,日本

(1) 郵政民営化

①9/7　経済財政諮問委員会議　方針決定
1) 窓口ネットワーク、郵便事業、郵貯銀行、簡保会社の4社分社

純粋持ち株会社の参加に置く

窓口ネットワークは3会社の窓口業務を受託する他、幅広い事業展開が可能

　　　　　　2)07年4月までの3年間で、情報システム構築や職員の割り振りに時　　　

　　　　　　　間がかかるとの反対　→　これが公社(生田総裁)の仕事

　　　　　　　→専門家会議で年内に決定

　　　　　　3)17年4月までに、郵貯・簡保の政府株式売却、完全民営化

　　　　　　　預金、保険に個人1,000万円の限度額を設け、民間金融機関を圧迫しない

②閣議決定

③郵政公社でなぜいけないか？

1)郵貯、簡保380兆円の資金→１６０余の特殊法人、認可法人に流れる

　　　　……自民党、民主党の族議員が反対する理由

　内３１法人の解散　　含み損試算(総務省)２４６兆円

2)世界一高い郵便料金

　　　　封書80円……釜山から国際郵便　35円

3)職員数28万人＋パート13万人

　　　　埼玉県越谷の業務監査(トヨタ)の結果、1/3でよい、2/３は無駄

　　　　国鉄　40万人→ＪＲ現在18万人、17年間値上げなし

　　　　ＮＴＴ、料金値下がり、近く固定料金０化(KDDI、ソフトバンクの参入)

　　　　④郵政公社の役割

　　　　　　体制整備と合理化が使命で、民間人登用の理由もここにある

　　　　　　巨大資金、人員の優遇を持った公社が民間企業と事業競争すべきでない

　　　　　　(ローソンから黒猫追い出し)

　　　　　　国鉄民営化時代も、高木、仁杉両「国体護持派」を解任して、民営化に成功した

　　(2)9/２７内閣改造

　　　　①郵政民営化と台中国姿勢が入閣、三役就任の基本条件

　　　　　　党三役　　幹事長　武部勤(63)　　総務会長　久間章生(６３)

　　　　　　　　政調会長　与謝野馨(66)　　国会対策委員長　中川直秀

　　　　　　　　幹事長代理　阿部晋三(50)

　　　　　　内閣　官房長官　細田
　　　　②9/21小泉首相、国連演説で常任理事国入りを明確に表明した

1)従来、憲法上の制約(安保活動できない)から常任理事国としての責任を果たせない、として消極的

　　2)積極化した理由

　　　○イラク自衛隊活動の高い国際的評価　　特にサマワ周辺の部族長の評価高い　　治安活動なしの人道支援が受け入れらた

○国民の支持を得られると判断した

○「歴史認識」を理由に反対する中国との対立に勝算ありと見た

　　　　アジアカップの人民暴動は、形は「反日」であったが、実際は政府への不満、観衆の大半は比較的富裕層(入場料は300元の高額)

　　　　③胡錦濤体制の政治経済は変わる、と見る小泉内閣の対中姿勢も変わる

　　　　④アメリカ一極支配体制を認めるか？

　　　　　1)自衛隊のイラク派遣で、国民が日本に軍事力のないことを認識し始めた

　　　　　2)軍事力を持たない、或いは弱い状況下ではアメリカ依存しかない

　　　　　　　軍事では依存し、政治・経済・文化では共存

　　　　　3)対中、対北は集団的自衛権確立と有事体制強化、経済制裁の方向

(3)経済

　　①9月初、OECD発表、04年日本のGDP成長率を上方修正(4.1→5.6)

　　設備・機械基礎資材等の輸出が増加……世界の生産を支えている

②地方の活性化

特区の成功……地方の首長・幹部の経営力が決め手

　　　　③行政、金融次いで農業改革

　　　　　　品質はＯＫ　　販路拡大の努力(輸出)でコストダウン　　

知恵を出す農業

　2,中国

　　(1)中央軍事委員会主席の交替

　　　　　江沢民→胡錦濤

　　　　　江、辞表提出→胡が慰留→慰留しきれず四中全会満場一致で辞任了承

(2) 江沢民への支持が落ちている

　　　アジアカップの暴動、公安が抑えきれなかった

　　　「反日」教育は江沢民の指導……中国全国に戦争歴史記念館をつくり、日本の残虐性を教育した成果　　しかし、この「反日」を理由とした暴動を抑えきれない政府内部で責任問題化

　　　情報伝達の発達(携帯電話の普及)が暴動を促した面がある

(3)政治の自由化

　　　今、中国知識人の間では「一党独裁がいつ終わるか？」の議論が始まった

　　　暴動を抑えきれない政府は政治を自由化せざるを得ない

(4)高度成長路線→ゆっくり路線への転換(江路線の終焉)

①4月の金融引き締め(鉄、アルミ、セメント、不動産)後、鉄、非鉄物価は急騰から反転した　　　自動車0３年400万台　04年在庫増加傾向

　②オリンピック　メインスタジアム新造を変更 → 旧施設改装に変更

　③江沢民　経済優先、農民収奪、公害ばら撒き

　　胡錦濤　高成長のひずみ修正を迫られている

　　　　堂本事件　　無許可の鉄鋼会社新設(江沢民が許可)を温家宝がつぶした

　3,　北朝鮮

　　　最大の支援者江沢民が退任

　　　3つの50万トン(食糧、油、石炭)をバックに胡錦濤は金正日に圧力をかけ、核開発、6カ国協議で譲歩を迫る

　　　中国の政治自由化と北の崩壊は遠くない

4,　アメリカ

　(1)大統領選挙

　　　①大勢は決まった

　　　　　共和党大会後、イラク戦争への共和党のブッシュ支持が明確となり、ブッシュ優位が定着した

　　　②ケリーへの信頼感が崩れた　

　　　　　ベトナム戦争時の勲章に疑念、イラク戦争への見解が何度も変わる

　　　　　ブッシュの州兵時代の兵役問題で、父親の地位利用して優遇を受けたとの証拠書類をCBSＴＶが放映、2週間後に偽造書類と判明、謝罪

　　　③アメリカの一極支配体制

　　　　　アメリカが世界の平和秩序を守って行くことを米国民が支持した

　　　④デフレ経済

　　　　　売り手に厳しい(買い手に有利)→多様化する顧客に対応→技術開発

　　　　　優位性の確保、設備の合理化、

　　　　　世界は次世代への対応を進めている

　　　　　　ロシアー英国パイプライン　ロシアーシベリアー日本

　　　　　　アメリカのガス供給ライン増設、新疆―上海パイプライン

　　　　　　技術開発の時代　　日本にとって追い風→高度成長もあり得る

　　　　　　　

　5,　台湾

　　(1)高雄市議員選挙(7/17)

　　　　高雄市での汚職問題(民進党をも含む13人の議員が関与し解職)による補欠選

　　　　挙が行われ、グリーン系議席が増えた

　　　　　汚職議員は10人が落選したが、国民党２人、無所属1人は当選した

　　　　　　　　　　　　　　　 補選　  選挙後

　　　　　　　国民党　　　　　　６　　　１１

　　　　　　　親民党　　　　　　０　　　　３

　　　　　　　民進党　　　　　　６　　　１０

　　　　　　　台湾団結連盟　　　３　　　　５

　　　　　　　無所属　　　　　　３　　　１５
　　　　　　　合計　　　　　　１８　　　４４

　　　　国民党は親民党を吸収し、善戦した

　　　　親民党は当選者なし　総統選挙後の行動が批判された

　　　　民進党は汚職の影響を受け、伸びなかった

　　　　台湾団結連盟は第３党となった

　　　　総統選挙後の緑色藍色支持構成が変わりつつある

(3)真相調査委員会

3/19の陳総統銃撃事件を自作自演として、真相調査委員会発足を立法院が議決したが、これに対し、行政院が違憲のおそれありとして、再審査を要求した

国民党、親民党は国外逃亡の犯罪容疑者議員まで呼び戻し、さらには無所属議員まで抱き込んで114票を獲得した。民進党、台湾団結連盟は真相調査委員会はボイコットすると表明(民主主義の稚拙さ)

(4)立法院改革(8/23)

①議員数225名→113名　　198人出席の満場一致で可決

半年の公告後、来年選出の国民大会で可決が必要　　　任期4年→3年

小選挙区２票制

②国民大会を完全廃止

　憲法改正、領土変更は公民投票による(従来は国民大会)

③総統の弾劾　国民大会→立法委員が憲法法廷に提出し、判決を受ける

　　(5)中国の呼び名

　　　　游錫埜行政院長が発表　　外交文書において、「中華人民共和国」は中国と言い、台湾は「台湾」と表記する

    (6)04年経済成長率5.4％ → 5.9％

        民間設備投資上半期24％ UP 、全年度 +20％ の見込み

　　(7)8/9行政院人事行政局が05年1月より公務員給与3%アップを発表した

　　　　公務員の昇給は3年ぶり

　　(8)05年7月より退職金制度が変更

　　　　個人の預金口座式となり、退職しても次の会社で退職金を積み立てることができる　　　　　労働者は従来の方式と新方式を選択することができる

　　(9)「百万人デモ」第2弾は来年2月に延期

　　　　元来、立法委員選挙に照準を合わせ、11月27日を予定していたものを選挙後の来年2月28日に延期を決めた。名称も「100万人点灯　公投、制憲、正名」とする

　　　　延期することによって、「今年の”人間の鎖”当時の熱気を再現し、年末国会選挙での本土派議員過半数獲得と公民投票、憲法制定、台湾正名を一気に実現する」としている

Ⅱ, デフレ時代の企業経営

１,  原油高

(1)イラク戦争がポイント    イラクからの供給減に投機筋が反応

05年1月国民選挙は政府が部族長多数の支持を得られるかが焦点。

テロ組織は政府の無策を示して、部族長を政府から離反させる

警察力強化でテロ組織に対抗が有効、ゆっくり成果が上がっている(収束には１年程度) ベトナム戦争の様にはならない

(2)代替エネルギー

石炭、天然ガス(1バレル25ドルが分岐点)

２,  経営理念の確立

(1)社会的責任(CSR)や国家貢献理念

「人への貢献」の精神を徹底教育すると同時に、経営者自身が台湾と日本に対し責任を果すとの強い意欲を持つ

(2)台湾企業を日本本社以上のレベルに育てる

台湾人幹部・従業員の能力をフルに発揮させることに全力傾注する

３,  技術力、開発力の向上

(1)技術の完全移転

①日本本社と同レベルの品質をつくり上げる

技術を与える側(日本人技術者)が与え方を研究しなければならない。

→ コミュニケーション力、伝達法、教え方

②「日本人が処理した方が早い」では移転できない

やってみせる → やらせてみる → 失敗したら教える 

― やれるまでやらせる。

(2)生産革新

①新製品の導入と生産革新

セル生産方式の導入(設備の更新)

多能工の養成(何でもこなす作業員)

②デフレ時代は買い手天国

売り手に地嶽 …… 技術開発力、研究開発力が決め手

多様化する顧客ニーズへの対応力をもつ。従って、生産革新が不可欠

(3)研究開発センター

アジアの研究開発センターを台湾に置き、人材を活用する

大学や政府系研究センターとの連携(国家科学委員会、中央研究院、工業技術研究院、生物科学研究所)

４,  営業力の向上

(1)日系企業営業員の弱点

①情報収集の中心は価格

「この価格でなら受注できます」

「この価格でないと受注できません」

②顧客の会社の誰が発注決定者か？

三層営業で発注部署(者)を把握

顧客のより上層が発注決定する様、顧客上層部と接触し、関係をつくる

③営業ノウハウが蓄積されていない営業員が個人の能力、個人の経験に頼っている

マネジャーも営業員に結果のみを要求する

(2)営業力を向上させるには？
①商品知識、技術知識をつける

テキストをつくり、試験を繰り返す

知識が増えると伝えたくなる

②商品説明書や、技術説明書は中文、日文を用意する

翻訳は日文の分る従業員１人に任せてはいけない

２人で共同翻訳をさせる(できれば日本人と台湾人)

翻訳が遅いとなげていていてもはじまらない

③営業マニュアルをつくる

我が社のあるべき営業活動の仕方をマニュアル化する

特に、情報提供の仕方、提案書の作り方

④顧客別検討会を定期実施する

会議で目標達成状況を質問し、確認しているだけでは足りない

1)マネジャーと営業員が定期に主要顧客について、顧客別に交渉状況、提案内容、問題点を話し合い、次の対策を決め、実行する

確実に受注を決めて行く

2) 少くとも２週間に１度定期実施

⑤我が社商品の優位性、セールスポイントを明確にし、暗記する

商品の特徴は説明書に数多く書いてあっても「ここがポイント」というのが明確でない。商品ごとの第１ポイントを明確にし、暗記させる。

⑥情報提供力を高める

顧客のニーズを先ず把握し、それに答える情報を集め、資料作成し、提供する

顧客も部門や階層によって、ニーズは異なる。

ニーズに答えてあげることによって、我が社への信頼は高まる。

５,  組織経営の強化

(1)方針展開の確立

①董事長、総経理方針

各部門方針、課方針を明確にする

②年度計画書、個別テーマ計画書をつくる

③目標管理評価会の定期実施

(2)コミュニケーションの強化

①会議を正す

1)資料は前日午前中に配布する

2)参加者は資料を読んで、意見を持って参加する

3)提案者は５分間提案(重点説明)

4)全員発言、全員質問

5)討論内容は白板に書きながら共通認識のもと、全員討論する

6)行動を決定し、共通の議事録を作成する

7)議事録は全員確認の上完成し、直ちに配布

8)議事録には、課題、対策(行動)、担当、期限、チェック者を記入する

②個別検討会の実施

経営層、管理者層、監督者層、各層で１対１の業務検討会を定期に実施する

③目標管理テーマのフォロー

少くとも２ヶ月１回、日にちを決めて(定期)評価会を実施し、次の実行対策を決めて推進する

(3)部課間、定期連絡会の実施

部と部、課と課と連絡のわるさが目立ちます

これでは企業競争に勝てません

１課と１課の定期連絡会議を行う

(例)営業課と生管課

技術課と製造課

６,  教育訓練の徹底と継続

(1)階層別管理能力教育

経営層、管理者層、監督者層、一般従業員、

三位一体教育が決め手

(2)教育はトップの仕事

計画にも、内容にも強い関心を持ち続け、効果を確認する

トップの望む人材の姿を実現する

トップ自身が勉強を続ける

(3)専門知識教育

(4)基本動作訓練

マナー、会議、報連相、文書作成、整理整頓等
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